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第 12 款 一般社団法人栃木県 LP ガス協会 

 

  一般社団法人栃木県 LP ガス協会は、10月 12 日午前８時 30分に災害対策本部を設置し、情報収集を

行った。 

 

 (1)対応状況 

  ・ 会員事業所２社（栃木市及び鹿沼市のＬＰガス充填工場）が床上浸水し敷地内に数十本の 50㎏ボ

ンベが散乱した。 

また、ＬＰガス充填業務がこの状況により困難になったために近隣の充填工場に代替充填を依頼

した。 

   ・佐野市、栃木市の一般消費者宅に設置してある 50 ㎏ボンベが壁から外れ数百本が転倒、流出した

ため、各支部長が中心となり会員の協力を得てボンベの回収、補修を行った。 

 

 

第 13 款 株式会社とちぎテレビ 

 

株式会社とちぎテレビは台風接近に伴い、あらかじめ対応を検討。10月 12 日は朝から台風取材体制

を組んだほか、午前 8時 30 分から L 字放送※で関連情報を随時伝えた。 

また、午後 2 時台～午後 6 時台まで 4 回にわたって臨時ニュースを放送。 

 

 (1)対応状況 

・午後 7 時 50 分の大雨特別警報の発表を受け、カットインで臨時ニュースをスタートし、インター

バルを挟みながら 13 日午前 1 時まで台風関連情報を伝えた。（L字放送は終夜継続） 

・主な放送内容 

宇都宮地方気象台の会見中継、中心市街地（大通りの冠水・田川氾濫等）の様子、佐野市の避難所

の浸水（現地の電話インタビューあり） 

 

・10 月 13 日は午前 5 時台～午後 11 時台まで 12 回にわたって臨時ニュースで県内の被害や支援に

関する情報をオンエア。（L 字放送も継続） 

・主な放送内容 

佐野市秋山川決壊や現場からの中継、巴波川や鹿沼市内の被害状況、宇都宮市内や那須烏山市の復

旧作業の様子、ＪＲ両毛線の被害と周辺の病院の被災、交通情報や生活情報、休校やごみ収集、給水

状況 

 

※通常番組を放送しながら、映像を縮小してテレビ画面の左側と下側に余白をつくって情報を表示

する手法。災害等の重大ニュース時に採用される。 

なお L字放送については、12日午前 8時 30 分～15 日午前 00 時まで 54 時間 45分放送 
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第 14 款 株式会社栃木放送 

 

  株式会社栃木放送は、10 月 12 日午前５時 00 分の放送開始から弊社の台風取材体制に入り、番組内

で台風情報を随時伝えた。 

また、災害対応マニュアルに基づき、午後 13 時 00 分以降は本格的な取材体制に入り、県内各地の

土砂災害警戒情報等を伝えた。 

13 日午前５時 00 分まで特別体制を続け、以降は通常の放送の中で、随時台風情報を伝えた。 

 

 

第 15 款 一般社団法人栃木県トラック協会 

 

  一般社団法人栃木県トラック協会は、10 月 13 日午前 0 時 30 分に災害対策本部を設置し、県や市町

等からの物資等緊急輸送の要請を受け、輸送活動を行った。 

  また、県からの要請を受け、リエゾンとして職員１名を県庁に派遣した。 

 

 (1)対応状況 

   県や市町からの要請を受け、延べ 26両のトラックで県内 16箇所、県外１箇所に緊急支援物資（各

種食料品、飲料水、毛布、簡易ベッド、ブルーシート、土のう袋、スコップ、軍手、マスク、除菌グッ

ズ、ホッカイロ、ヒーター、災害ごみ、敷鉄板等）の輸送活動を行った。 

 

 

第 16 款 一般社団法人栃木県医師会 

 

  一般社団法人栃木県医師会は、10 月 12 日午後７時 50 分に大雨特別警報の発表に伴い、県保健医療

調整本部及び日本医師会との情報共有を開始し、10 月 13 日午前８時 00 分に栃木県医師会医療救護対

策本部を設置し、各種活動を実施した。 

 

 (1)被害状況 

   県内会員医療機関の被害状況 

   床上浸水：19件、床下浸水：12件、一部破損：５件 

 

 (2)対応状況 

  ①初期対応 

   10 月 13 日午前８時 00分に栃木県医師会医療救護対策本部を設置し、県保健医療調整本部や郡市・

大学医師会、日本医師会等と情報共有を行った。 

   また、県保健医療調整本部に連絡員２名を派遣するとともに、本部会議に会長や担当理事等が出

席した。 
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  ②災害医療救護班（ＪＭＡＴ）活動 

10 月 14 日及び 15 日に、佐野市から要請を受け、先遣ＪＭＡＴが避難所の巡回を行ったほか、10

月 29 日には、避難所に常駐する保健師からの依頼を受け、ＪＭＡＴが巡回を行った。 

③消毒関係 

10 月 28 日、郡市・大学医師会に対して、消毒方法の説明と消石灰の使用に関する注意喚起を行う

と共に、県政記者クラブ加盟各社に対して住民への注意喚起を求めた。 

④補助金関係 

医療施設等災害復旧費補助金について郡市・大学医師会宛てに周知依頼を行ったほか、中小企業等

グループ補助金について、郡市医師会に対する意向調査や県担当課との協議等を実施した。 

 

 

第 17 款 公益社団法人栃木県看護協会 

 

  公益社団法人栃木県看護協会は、各地区支部（宇都宮・県北・県東・県西・栃木・小山・足利）役員

を通じて、施設及び会員の被災状況を確認したほか、協会が運営している７訪問看護ステーション、５

居宅介護支援事業所及びナーシングホームあしかがの施設等の被害状況、利用者の被災状況を確認し

た。 

  また、知事から「災害時の医療救護活動に関する協定」に基づき、災害支援ナースの派遣の要請を受

け、10月 30 日から 11 月 1 日までの 3 日間、栃木市、佐野市及び鹿沼市に、延べ 29 名の災害支援ナー

スを派遣し、被災市町において、行政保健師とともに戸別訪問による健康調査に従事した。 

 

 

第 18 款 社会福祉法人栃木県社会福祉協議会 

 

  社会福祉法人栃木県社会福祉協議会は、県災害対策本部の設置を受けて、10 月 13 日午前 8 時 30 分

に「栃木県福祉救援災害対策本部」及び「栃木県災害ボランティアセンター」を設置し、対応にあたっ

た。 

 （１）市町災害ボランティアセンター運営支援 

10 月 13 日、14 日両日にかけて、被害の大きかった 7 市社協（宇都宮市、足利市、栃木市、佐野

市、鹿沼市、小山市、那須烏山市）へ本会職員を派遣し、現地状況確認及び災害ボランティアセンタ

ーの立ち上げ支援等を行った。県内の 8 市 2 町（宇都宮市、足利市、栃木市、佐野市、鹿沼市、小山

市、那須烏山市、下野市、上三川町、壬生町）で災害ボランティアセンターが設置されることとなっ

た。 

10 月 15 日以降は、各災害ボランティアセンターに対し、班体制を構築して本会職員を派遣すると

ともに、県内災害ボランティアセンターへの支援として、県内市町社協職員や他県社協職員の応援派

遣に係る調整、関係団体との連携（人的支援・物的支援）、ボランティアバスの運行支援、助成金等

による支援、災害 VC 間会議の開催、情報共有会議への参画等を実施した。 
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 【災害ボランティアセンター運営支援派遣状況】 

区分 
派遣数 

（延べ人数） 
派遣先災害ボランティアセンター 派遣期間 

県社会福祉協議会 268 宇都宮、足利、栃木、佐野、鹿沼、

小山、那須烏山、上三川、壬生 

10 月 13 日 

～R2 1 月 12 日 

県内市町社会福祉協議会 459 宇都宮、足利、栃木、佐野、鹿沼 10 月 18 日 

～12 月 22 日 

関東ブロック（東京都・群馬

県内社協） 

405 佐野 10 月 24 日 

～12 月 8日 

東海ブロック（三重県・愛知

県・岐阜県内社協） 

372 栃木 10 月 24 日 

～12 月 8日 

 

【災害ボランティアセンター活動状況】 

市町名 設置日 閉所日 
ボランティア数 

（事前登録含む） 
ボランティア活動数 

宇都宮市 10/16 R2 3/31 1,129 265 

足利市 10/14 12/27 1,819 396 

栃木市 10/14 R2 4/30 7,158 1,421 

佐野市 10/15 R2 7/31 12,527 1,514 

鹿沼市 10/13 12/15 4,488 521 

小山市 10/14 12/27 139 52 

那須烏山市 10/14 11/29 278 50 

下野市 10/15 10/18 10 0 

上三川町 10/15 10/21 69 8 

壬生町 10/13 10/20 23 1 

全県   27,640 4,228 

 

 

【県災害ボランティアセンターにおいて      【ボランティアバス参加者による被災地支援 

派遣者から活動報告を受ける様子】         活動の様子】  
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（２）災害福祉支援チーム（DWAT）の派遣について（県保健福祉課と共同で実施） 

  10 月 14 日、避難者の福祉的支援を行うため、DWAT 等と合同で避難所 14 か所調査。（各避難所とも

市の運営体制が確立され、派遣見送り。）その後、要請に基づき、10 月 28 日～1 チーム（4～6 名）を

栃木市の避難所（2か所）に派遣。11月 19 日、活動終了。 

（３）生活福祉資金貸付（福祉資金「緊急小口資金」）の特例措置 

  災害救助法が適用された地域等の特例地域住民を対象に、当座必要となる生活費の貸付を 11月 5日

から開始し、令和 2 年 3 月 31 日まで実施した（貸付限度額 10 万円以内：一定の条件下で 20 万円以

内）。16 件、235 万円の資金貸付を行った。 

 

 

第 19 款 栃木県石油商業組合 

 

  栃木県石油商業組合は、事務局において被害状況の把握等を行い、給油所の冠水６件、タンクローリ

ーの冠水２件を確認した。 

 

 

第 20 款 一般社団法人栃木県建設業協会 

   

  一般社団法人栃木県建設業協会は、10 月 12 日～13 日にパトロールや応急復旧等にあたったほか、

10 月 16 日～17日に被災箇所の調査を実施した。 

 

 (1)被害状況 

  田川決壊による浸水の影響により、栃木県建設産業会館が停電し、10月 13 日午前 10時 00 分に復旧

した。 

 (2)対応状況 

・パトロールを実施し、独自開発の Web システムである「道路河川等管理情報システム」を使用し、

迅速に被災箇所の報告・指示・応急措置を実施した。全県下システムによるパトロール報告件数 655

件、報告写真数 1,234 枚、ドローン撮影報告 50件。 

・土木事務所の指示により通行止め等の交通規制を行い、県民の安全・安心の確保に努めた。 

・全 10 支部に配備してあった大型土のう製造機「クイックホッパー」により、27,259 個の大型土の

うを作成し、短期間で河川決壊箇所等の応急工事を行った。 

・被災住宅の泥排出などを行う「災害ボランティア活動」を実施した。 

①栃木市内（下都賀支部：11月 11 日～15 日 延べ 70人） 

②佐野市内（安蘇支部：11 月 18 日～20日 延べ 30 人） 

・11 月 19 日に知事及び県県土整備部長等へ台風 19 号に伴う応急仮復旧工事等の説明を実施した。 

・出動会員企業数：247 社、作業人員：延べ 14,360 人、出動重機など：延べ 7,610 台（令和２年２

月現在） 

                                                       










